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１）現在の職務
・ソラミツ株式会社 代表取締役社長
・東京工業大学 経営システム工学 特任教授
・ISO/TC307 ブロックチェーン国際標準化 日本代表委員
・日本銀行　デジタル通貨分科会ラウンドテーブル委員
・自民党　金融調査会　アドバイザー
・内閣官房　IT総合戦略室 官民連携推進会合委員
・総務省　キャッシュレス推進協議会委員
・経産省　ブロックチェーン・エコシステム強化事業委員
・国土強靭化基本計画レジリエンスジャパン推進協議会委員

２）経歴
・カンボジア中央銀行デジタル通貨 総責任者
・金融庁 金融審議会委員「資金決済法の立法」
・日本初の電子マネーEdy創業者、交通カードSuicaなどの開発

３）著書
・電子マネー革命はソニーから楽天に引き継がれた
・世界初の中銀デジタル通貨「バコン」

自己紹介　宮沢　和正
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・The Linux Foundation は、全世界260社の中から
IBM、Intel、Soramitsuを世界標準候補として選択

・セキュリティ監査・安定性・耐久性などのテストに合格し
世界中の政府や自治体、金融機関、企業が安心して活用

・世界中の最先端の技術者が開発に参加し業界標準のため
技術の継続提供保証という優位性

・海外のデジタル通貨や他のブロックチェーンとの相互接続

2019年5月　日本発の技術が、オープンソース・ブロックチェーンの業界標準として認定

2019/05 
V1.0  
商用バージョン

2017/03 
V0.75 
Release

2017/12 
V1.0 alpha

2016/05 
Joined 
Hyperledger 

2016/10 
Incubation 
Hyperledger 

2017/04 
Active 
Hyperledger 

2018/12 
V1.0.0 RC1

日本発、世界標準候補のブロックチェーン技術 Hyperledger Iroha

1年半をかけて安定性・耐久性を徹底的に向上
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4当社のブロックチェーンの主な実績

・各国の中央銀行・金融機関・企業と連携しデジタル資産管理・アイデンテティ・SCMを商用化
・最先端のインターオペラビリティ技術開発により、世界中がつながるTrusted Internetを実現

The Linux Foundation

カンボジア国立銀行
国家の中銀デジタル通貨

インドネシア 第３位商業銀行
デジタルID・本人認証プラットフォーム

モスクワ証券取引所グループ
決済・証券保管振替ブロックチェーン

処理時間：１～２秒
処理件数：数千件/秒

高速・大量処理

ブロックチェーンデジタル地域通貨

デジタルID・本人認証プラットフォーム

決済・スマートコントラクト保険

国内 海外日本初 世界初

インターオペラビリティ技術開発 スイス 分散型通貨交換所

Sora.org

NATIONAL BANK 

OF CAMBODIA
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5世界初の中央銀行デジタル通貨の正式運用
・2020年10月28日、カンボジア国立銀行は中央銀行デジタル通貨「バコン」の正式運用開始
・１６００万人の国民が電話番号で送金したりQRコードで店舗支払い
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● 2016年時点でのカンボジア決済システムの課題
● キャッシュレス決済事業者が乱立し、相互運用性がない
● 決済手数料、加盟店手数料が高い
● 加盟店への現金振り込みに時間がかかり資金繰りが悪化
● 決済事業者の倒産・不正などのリスク

●カンボジア国立銀行は２つのオプションを検討

　A案：決済事業者を既存銀行ネットワークに接続（規制強化・人間系で防止）
→決済事業者にとってコンプライアンス・システム対応コストが重荷

　B案：中銀デジタル通貨を整備し、決済事業者を含む金融機関に参加させ、　
　　　相互連結して、全国共通の財布を作る方法（仕組み・システムで防止）

→コンプライアンス・システム対応コストは抑制、倒産リスクもない

●B案を選択。中銀デジタル通貨の構築にはブロックチェーン技術が必須と結論

なぜ中銀デジタル通貨を導入することになったのか
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今までのキャッシュレス（口座型） 
・後日、銀行振込が必要
・店舗の資金繰りが苦しくなる
・複雑で高コスト

デジタル通貨（トークン型） 
・現金と同様に即時に支払いが完了
・店舗の資金繰りが改善
・大幅に簡素化、決済コストが低減

チャージ

いつでも
現金と交換

支払い（支払指図）

現金
デジタル
データ

銀行口座

支払い（即時支払い）

支払い
電文

決済事業者
（発行）

振込 振込

現金振込に
１ヶ月程度

決済事業者
（加盟店管理）

振込

現金 現金 送金

銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座

送金

利用者 店舗 利用者 店舗

今までのキャッシュレスとデジタル通貨との相違点
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現金
デジタル
データ

銀行A

（口座台帳を保有）

②移転 ④移転

店舗B

現金

銀行A

決済事業者A

②CBDC

移転
④CBDC

移転

店舗B利用者A

⑤回収①発行

中央銀行（口座台帳を保有）
取引清算機関

利用者A

現金

銀行B

（口座台帳を保有）

資産の
単一の台帳
を共有

口座型とトークン型との台帳管理方法の比較

中央銀行

　決済事業者A

（口座台帳を保有）
　　決済事業者B

（口座台帳を保有）

②移転 ④移転振込

振込

振込

振込
③支払い（支払指図） ③支払い（ファイナリティ）

①CBDC

発行
⑤CBDC

回収

銀行B

決済事業者B

複数台帳
・各仲介機関がそれぞれ台帳を保有
・複数台帳間のクリアリングが必要
・中央集権的なピラミッド階層構造

分散型共有台帳
・全ての参加者が台帳を共有
・共有台帳のためクリアリングは不要
・分散型でフラットな構造



本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

9今までのキャッシュレスとデジタル通貨との相違点

市場 内容 今までの 
キャッシュレス デジタル通貨

B2C デジタル地域通貨 
健康ポイント、ふるさと納税感謝券など住民データ活用による消費活性化 ○ ○

B2E 給与のデジタル支払 
給与の日払い、翌日交通費精算など従業員データ活用による福利厚生 △ ○

B2B 企業間デジタル決済 
商流と金流の一体化、企業データ活用による最適融資DX化 × ○

All
転々流通 

地域内の経済循環の乗数効果により助成金の３０～４０倍の経済効果 × ○
All プログラマブル 

減価するマネーによる経済活性化、自動支払いなど利便性向上 × ○
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10デジタル通貨の第四の機能と法人決済への応用

現金 デジタル通貨

振込情報
EDI情報
（XML電文） 振込

情報
XML
電文

振込情報
EDI情報
（XML電文）

支払企業 現金デジタル通貨 受取企業

デジタル通貨送金
XML電文送受信

金融機関 金融機関

デジタル通貨は「広範なデータ授受の媒体」「様々なデータを生成するインフラ」となる

企業メリット　　　・検収と同時にデジタル通貨で即時払いし、EDI情報をデジタル通貨に付加して先方企業に送る
・末締め翌月請求書発行、納品書との照合、入金の消込作業などが不要になり大幅な業務改善

金融機関メリット　・企業の売り上げ、仕入れ、在庫などをリアルタイムで把握し、タイムリーに融資

振込
情報
XML
電文

検収で自動支払い

商流と金流を一体化
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11内閣官房 IT総合戦略室 官民推進会合が目指すデジタルID（分散型ID）

健康 交通 購買 身分証明 その他
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12分散型IDは地域が独自に発行可能なデジタルIDの世界標準

・分散型IDは、中立的で特定の企業に依存しないW3Cの世界標準技術 
・地域ごとに分散して発行しても重複しない、ブロックチェーンを活用し中央認証局が不要 
・いちど登録すれば、自分の個人情報は自分の意思で企業に簡単に提供（ワンスオンリー）

分散型ID

分散型 ID 

(認印・銀行印） 

スマホに格納

公的個人認証 

 (実印）
マイナンバー
カード

紐付

https://w3c-ccg.github.io/did-spec

分散型ID Documentの例
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ソラミツ株式会社
代表取締役社⻑ 宮沢和正�

住所：〒150-0001�東京都渋⾕区神宮前１−５−８�神宮前タワービルディング�１３階

照会先
Contact Us

電話：050-5235-1972

担当：宮沢、鶴見




